
鴻巣都市計画地区計画の変更 （鴻巣市決定） 

 鴻巣都市計画 東４丁目地区住宅地高度利用地区計画を次のように変更する。 

 

 
  

決 定 告 示 年 月 日  

平成２５年１０月３０日 

名 称 東４丁目地区地区計画 

位 置 鴻巣市東４丁目の一部 

面 積 約５．４ｈａ 

区
域
の
整
備
、
開
発
又
は
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区計画の 

目標 

本地区はＪＲ鴻巣駅から約１ｋｍに位置し、駅と市役所を結ぶ幹線道路である、

けやき通りに面している。 

本市は首都５０ｋｍ弱圏に位置し、東京や大宮への通勤住宅都市としての性格を

持っているが、その中で本地区一帯は「公共ゾーン」として位置づけられている。

また駅からの幹線道路沿道には商業、業務施設及び公共施設が集中して立地してい

るなど、本市の都市軸を形成しており本地区は都市軸の中の住宅ゾーンとして位置

づけられている。 

対象区域は農業試験センターの跡地であり、住宅の整備に当たっては、本市の都

市軸・公共ゾーンに相応しい、緑地や公共施設の充実した良好な市街地環境の形成

に資する住宅地の整備が求められている。 

このため地区計画の策定により、必要な公共施設の整備を建築物等と一体的に計

画し、良好な中層の住宅市街地への土地利用転換を進め、土地の高度利用を図ると

ともに周辺住宅地と調和のとれた良好な市街地を形成して、その環境を保持してい

くことを目標とする。 

土地利用の 

方針 

本地区では、住宅と合わせて緑のオープンスペースや利便性の高い幹線道路を整

備し、土地の有効利用を図り、かつ周辺環境への影響を考慮した中層住宅地を整備

する。 

なお地区の立地特性、沿道景観、周辺既成市街地への日照及び景観等への配慮か

ら本地区を次の２地区に区分する。 

① Ａ街区 

隣接の既成低層住宅地への日照及び景観等を配慮し、周辺と調和のとれた良好

な住宅市街地が形成されるよう中層住宅の建設を誘導する地区。 

② Ｂ街区 

隣接地区への沿道景観に配慮し、建物の高さを段階的に低くした中層住宅の建

設を誘導する地区。また、既存の公益施設については一体の地区として取り込

み、地区の総合的な環境形成への配慮を行う。 



区
域
の
整
備
、
開
発
又
は
保
全
に
関
す
る
方
針 

都市基盤施設

等の整備方針 

地区内の幹線道路は、本市の都市軸を形成する市道（けやき通り１６ｍ）と敷地

北東部の市道（幅員１１．５ｍ）を結ぶ道路とし、周辺地区の交通の利便性向上に

寄与するとともに、歩行者の安全性を確保し、快適な緑の環境を形成する歩道を設

置する。 

公園は本地区の居住者・来訪者及び周辺地区住民の安らぎとレクリェーション機

能を充足するものとして位置づけ、歩行者ネットワークや誘致圏を考慮し、児童公

園クラスの施設を配置する。 

地区内幹線道路に次ぐ区画道路として、地区西側の既設市道（幅員６ｍ）と連絡

する道路及び地区北部の細街路（幅員４ｍ）を拡幅し、幅員６ｍの区画道路を整

備する。 

周辺地区との連携及び利便性の向上のため、歩行者専用道路等による歩行空間の

確保を行う。 

建築物等の 

整備の方針 

良好な住環境とまちなみの形成を図り、保全するため、以下のとおり方針を定め

る。 

・低廉な住宅を提供し、かつ公共ゾーンに相応しい居住水準の高いゆとりのある住

宅を整備するため、適切な容積率を設定する。 

・地域に貢献する公共施設や公園を整備するため、建築物の高さの最高限度を適切

に設定するとともに建物壁面の位置の制限を行う。 

・周辺環境と調和のとれたすぐれた居住空間を整備するため、建築物の形態または

意匠の制限を行う。 

・隣接環境に配慮したまちづくりを進めていくため、建物の敷地周りにおいては、

かき又はさくの構造の制限を行う。 

主
要
な
都
市
基
盤
施

設
の
配
置
及
び
規
模 

道 路 地区幹線道路  幅員１２ｍ、延長約２５３ｍ 

公園、緑地広場

その他の公共

空地 

公園  ２ヵ所  約４，２００㎡ 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配

置及び規模 

区画道路          幅員６ｍ、延長約１２０ｍ 

拡幅区画道路        幅員６ｍ、延長約１１５ｍ 

歩行者専用道路       幅員４ｍ、延長約１７６ｍ 

公共空地（通路）      幅員６ｍ、延長約 ６０ｍ 
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地区の 

区 分 

名 称 Ａ街区 Ｂ－１街区 Ｂ－２街区 Ｂ－３街区 

面 積 約２．３ｈａ 約１．２ｈａ 約１．４ｈａ 約０．５ｈａ 

建築物等の用途 

の制限 

建築できる建築物は次の各号に掲げるものと

する。 

① 共同住宅及びこれに付属する施設 

② 集会場、公衆便所及び市長が公益上必要と

認めた建築物 

 

建築物の延べ面積の 

敷地面積に対する 

割合の最高限度 

１０分の１０ １０分の１５  

ただし、延べ面積には、自動車車庫その他専

ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施

設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む）の

用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の各

階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建築

物がある場合においては、それらの建築物の各

階の床面積の合計の和）の５分の１を限度とし

て算入しない。 

建築物等の高さの 

最高限度 
１６ｍ ２０ｍ 

 

壁面の位置の制限  建築物の壁若しくはこれに代わる柱又は高さ２ｍを超える門

若しくはへいの面から道路、公園及び隣地境界までの距離は１ｍ

以上とする。 

 但し、市長が公益上必要と認めた建築物地盤面下の建築物、及

び建築物の管理上最小限必要な附帯施設についてはこの限りで

はない。 

建築物等の形態又は 

意匠の制限 

 建築物の形態及び色彩は周辺地域や沿道景観と調和のとれた、

落ち着きのあるものとする。 

 建築物の屋根は傾斜屋根とする。但し、物置・

車庫等の付属物はこの限りではない。 

 

かき又はさくの構造の

制限 

 かき又はさく（門柱及び門扉を除く）の構造は、生け垣又は透

視可能なフェンスや鉄柵等とする。但し高さが６０ｃｍ以下のコ

ンクリートブロック、石積等はこの限りではない。 

 また、別添計画図に表示された区間のかき又はさくは道路境界

より１ｍ後退させ、かつ後退区域を緑化する構造とする。 

備考：区域、地区の細区分、地区施設等については計画図のとおりである。 


